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（趣旨）
第１条　この要綱は、長泉町において地震等の災害が発生したときに、長泉町災害対策本部（以下「町対策本部」という。）と連携し、災害応急対策・災害復旧復興活動を支援するとともに、議員自らが迅速かつ適正な対応を図るため、長泉町議会対策本部（以下「議会対策本部」という。）の設置に関し、必要な事項を定めるものとする。

（災害の定義）

第２条 ここでいう「災害」とは、町対策本部の設置に該当する災害、及び災害救助法の適用を受けるに等しい災害をいう。

（議会対策本部の設置）
第３条　長泉町議会議長（以下「議長」という。）は、地震等の災害により、町対策本部が設置された場合において、町対策本部が実施する災害応急対策・災害復旧復興業務等に積極的に協力するとともに、町民の生命、財産の保全につとめるため、議会対策本部を設置することができる。ただし、議長に事故ある場合は、副議長がこれを設置することができる。
２　議会対策本部は、長泉町役場庁舎西館4階「議会執務室」に設置する。ただし、本庁舎が使用できない場合は、町対策本部と協議し、議長が別に定める。

３　議長又は副議長は、常任委員長及び町に対し、議会対策本部の設置を報告し、常任委員長は所属議員に連絡する。

（議会対策本部の組織）
第４条  議会対策本部は、本部長、副本部長、総務民生班、建設文教班の班長をもって組織する。（二常任委員会に修正）
２ 本部長は、議長をもって充て、本部の事務を総括し、各班を指揮監督する。

３ 副本部長は、副議長をもって充て、本部長を補佐し、本部長に事故あるときはその職務を代理する。

４ 本部長、副本部長ともに事故あるときは、総務民生班長、建設文教班長の順に、本部長及び副本部長の職務を代理する。（二常任委員会に修正）
５ 各班の班長は、総務民生及び建設文教の常任委員長をもって充て、班員は、本部長、副本部長及び班長を除く全議員をもって充てる。

６ 各班は、本部長の命を受け、議会対策本部の事務に従事する。

（議員の対応）

第５条　議員は、議会対策本部が設置されたときは、議会対策本部に対し、居所又は連絡場所及び近隣の被害状況等を連絡する。
２ 議員は、第５条に定める事務に従事する。ただし、議会対策本部に参集できない場合は、地区等の情報収集に努め、議会対策本部に報告するとともに、地区等の諸活動を支援する。

３ 議員は、災害等不測な事態を自己覚知により把握するとともに、議会開催中等で役場庁舎内にいるときは、議長からの指示の有無に関わらず、速やかに議会執務室等に集まり情報収集に努めるものとする。
（所掌事務） 
第６条　議会対策本部は、次の各号に掲げる事務を所掌する。

　(1) 議員の安否等確認を行うこと。 

(2) 町対策本部との情報交換に関すること。 
(3) 被災地及び避難所等の調査に関すること。
(4) 災害応急対策及び災害復旧の円滑な実施について、町対策本部への提言に関す

ること。 
(5) 町対策本部が行う、避難所等における諸救援活動への協力に関すること。 
(6) 県・国等に対する要望に関すること。 

(7) その他災害に関し、議会対策本部が特に必要と認める事項。 
（町対策本部への要請等）

第７条　町対策本部への要請及び提言については、緊急の措置を除き、本部長を通じて行う。

（町対策本部との協議） 
第８条　町対策本部から議会対策本部に、緊急の判断等を求められた場合は、本部長及び副本部長等が協議の上、対処するものとする。

（出動時の服装） 
第９条　議会対策本部には、原則として次の服装で参集する。

(1) 防災服（上下着）、手袋、腕章、略帽子及び安全帽（ヘルメット）、編み上げ靴
(2) 雨合羽、長靴及び防寒具（上着）
（記録）

第１０条　議会対策本部は、可能な限り活動記録を作成する。

（補則）

第１１条　この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、本部長が別に定める。

　　　附　則

　この要綱は、平成２５年９月２３日から施行する。

≪災害時議員行動マニュアル≫ 
災 害 対 応 
議員個々が対応するもの
◎初 動              ～～～　組織体制の確立　～～～
　 　　　 ① 地震において、長泉町内設置の地震計により震度６以上の情報を入手した場合は、議会対策本部を設置する。
　　　　　② 事務局長は、町が災害対策本部を設置した場合に、議長に対し、その旨を連絡する。 
　　　　　③ 議長は、副議長等と協議し、「長泉町議会災害対策本部設置要綱（災害時議員行動マニュアル）」に基づき議会対策本部の設置及び体制を決定する。
ア　本部長、副本部長……情報収集体制

イ　本部長、副本部長、班長（総務民生及び建設文教の各委員長）……
復旧復興支援体制

④ 議会対策本部を議会執務室に設置する。
⑤ 議員及び町に対し、議会対策本部の設置を宣言する。
· 初 期               ～～～　議員の安否確認　～～～
   各議員は、自己の安否・居所・連絡先等を議会事務局（議会対策本部）に連絡する。
町議会として対応するもの

· 中 期　            ～～～　復旧･復興への支援　～～～

 ① 各議員は、議会対策本部の指示に基づき、議会対策本部に参集、又居住　　　　　　　　　

地区における情報収集及び支援活動に協力

　　　   ②
町災害対策本部との情報交換と諸要請の実施

③ 被災者に対する助言及び相談等の受付

◎ 後 期　             ～～～　求められる議会のあり方　～～～
  ① 全員協議会を開催し、被災者の早期日常化への復旧に努める
② 町災害対策本部への協力と情報提供
③ 被災地・避難所等の開設状況の把握と支援
④ 県、国等への要望活動

⑤ 必要により、臨時会の開催要請

《長泉町議会　地震等対応マニュアル》　　　　例　示
	区分
	処理事項

	地震発生
	· 事務局長は、長泉町内において震度４以上の地震が観測されたとき、町災害対策本部が設置されたとき、並びに地震観測予知情報が発表されたとき、または地震警戒宣言が発令されたときは、登庁の上、正副議長に連絡し、必要に応じて登庁を依頼する。

· 事務局職員は、長泉町内において震度５弱以上の地震が発生、または、町災害対策本部が設置された場合は直ちに登庁する。
· 正副議長は、長泉町内において震度６以上の地震が発生し、町災害対策本部が設置されたとの情報を得た場合は直ちに登庁する。

（地震などが発生した場合は次の区分へ）

	安否の確認
連絡体制の確立
	· 事務局は、固定電話、携帯電話、ファックス又はメール等により議員の安否を確認し、議長に報告する、

○　議員は、事務局から安否確認の連絡有無に関わらず何らかの方法で速やかに自己の安否を事務局へ連絡する。なお、事務局と常に連絡が取れるように所在等を明確にしておく。

	被害情報の
収集提供

	· 事務局は、町災害対策本部から情報を収集する。また、収集した情報は、遅滞なく議長の指示のもと議員に提供する。

· 議員は、議長から登庁の指示がない限り、地域での救助活動等に協力する。また、同時に被害状況の調査・情報収集を行い、必要に応じて事務局を通して議長に報告する。

· 議員は、役場庁舎内において議員活動等を行っていた場合は、速やかに議会事務局に集まり、情報収集に努めるものとする。

○　議長は、副議長、各常任委員長と協議の上、議員から提供のあった情報に優先度を付し、町災害対策本部へ進言する。

	
被害状況の報告

今後の対応協議
	· 正副議長は、各常任委員長と協議し、被害状況の報告や今後の対応協議のため、議員を招集して議会対策本部を設置する。

· 議員は、長泉町内において震度６以上の地震が発生した場合は、発生した日から起算して3日後（休日を含む）の午前10時に参集することを原則とする。
なお、議場、委員会室が崩壊し、使用できない場合の参集場所は、町災害対策本部と同じ建物とする。


	＊議長に事故等があるときは、以下の優先順で議長に代わり対応することとする。

１　副議長




